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直方ミニバスケットボールクラブだより 

 

デジタル機器依存の問題 

 

スマートフォンが手放せない。スマホゲームがやめられない。長時間のパソコン、タブレット等

の使用。これらが要因になっている、いじめの問題（よく聞くのはグループライン等）、プライバシ

ーの侵害等（よく聞くのは勝手に友達の画像を添付）。これらはすべて犯罪行為です。ところが子ど

ものなかには、知識不足、モラル不足で、自らが犯罪行為を起こしている自覚がない場合が多い。傷

ついた子（被害者）の事実を指摘されて、事の詳細が明らかになるにつれて問題の重大さを知るこ

とになる。親は我が子かわいさ故、必死に守ろうとするが、事実が明らかになれば、我が子を守るこ

とに必死で、傷ついた相手の子の方に思いが至らなくなる。解決に向けた過程がこじれればこじれ

るほど、被害者は二重三重に被害を受けることになり、結果的には加害者の子も大きく傷つき、こ

の問題を生涯引きずって生きなければならなくなる。このような悪循環が容易に生み出されてしま

うのが、今の問題だ。 

また、別の角度で子どもの育ちを危惧する実態や専門家の研究結果が出始めている。主には脳の

発達不全にまつわる深刻な問題だ。以下の文書は、COURRiER Japon（国際ニュース、世界で話題のト

ピックを海外メディアから厳選するメディア）による記事だ。 

世界各国で見られる若年層のうつ病や不安症の急増、および計算力や読解力のスコア低下など

の問題は、スマホの使用が原因ではないかとする声も多く聞かれる。そのため、欧米の各国では、

生徒が学校にスマホを持ち込むことを制限・禁止する動きが見られる。 

欧州メディア「ユーロニュース」によると、フランス、オランダ、イタリア、ハンガリー、ギリ

シャ、スウェーデン、ベルギーのフランス語圏などで、国の方針として小中学校でのスマホ利用が

禁止されている。一部の国では教育目的に限り許可されたり、細かい運用は学校に任されたりして

いる場合もあるが、生徒たちは基本的に、学校にいる間はスマホを鍵のかかるケースなどで保管し

なければならない。 

ラトビア、アイルランド、スペインなどでも、同様の措置が施行予定か、検討段階にあるという。

米国では画一的なルールはないが、一部の学校が独自に校内のスマホ利用を禁止している。 

こうしたトレンドを受けて、ブラジルでも、2025 年 2 月から学校内でのスマホ利用を禁止する

法律が新たに施行された。 

生徒たちは、最初は抵抗があるものの、学習に集中できると感じるようになったり、友達とのコ

ミュニケーションが活発になったりしたと語る。教員は、生徒たちが授業を集中して聞いてくれる

ようになったと話す。（Text by COURRiER Japon） 

※ ほかにも、チリ、ニュージーランド、オーストラリア、マレーシアなども制限をかけている。 

 

ミニバス共育コラム② 



もちろん、スマホやＳＮＳがすべての要因だと断言できるまでの実証はされていないようだが、

子どもの実態をていねいに見ている各国では、大きな疑念、危惧を抱いていることは間違いない。

子どもの育ちによくない影響がある確率が高いとおもわれることに対しては、いち早く対策を考え

実行に移している。それは、子どもの育ちに何らかの影響を及ぼしている場合、その後、簡単にとり

もどすことが困難だからである。 

 

 スマホやＳＮＳの効果的活用は推奨されてしかるべきと考えるが、十分な知識や思考・判断力、

自己規制をかける力の弱い子どもたちに無制限に使用されることの危険性は、世界レベルで明らか

になりつつある。 

今のところ、日本は国として何ら対策がとられていない。ようやく問題に気づき始めた自治体が、

少しずつ条例をつくり規制をかける動きが出始めている。 

しかし、福岡県はもとより直方市や近隣市町村でも、そのような動きはまだ起きていない。現状

では、各家庭で保護者が、子どものスマホ使用に関する責任者である。我が子がだれかを傷つけて

しまう使い方をしていないか、我が子がだれかから傷つけられていないか、しっかり身も守る必要

があります。しかし、家庭によっては、それができにくい状況の家庭もあります。これらの問題に手

を携えるために、私たちおとなは、子どもたちをどう見守り、どんなかかわりをし、まちづくりを進

めていかなければならないか、早急に真剣に考え行動しなければならない時期にきています。 

 

すでに、私の身近なところでも、これまでネット上における子どもどうしのトラブルの発生を見

聞きしています。いったん事象（事件）が発生すると、それまでの関係とその後の関係は大きく変化

しますし、子どもの生き方（進路）にも影響してきます。家族の生活にも影響が及んできます。それ

は、かかわったすべての子どもたちに及びますし、その家族にも及びます。これから先の長い子ど

もたちが、自分の進む道を悲観しなくていいよう、誰をも傷つけない、自分も傷つかない、傷つけら

れないよう、おとなとしてしっかり考え子どもと対話し、対峙していきましょう。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

日本はようやく話し合いの俎上に 

2026 年 4 月 22日（水）、日本政府は、ＳＮＳを利用する青少年を保護するために、年齢制限の厳

格化を事業者に求める方針を固めました。「青少年インターネット環境整備法」を 2027 年度に改正

することを検討し始めています。ＳＮＳ依存や誹謗中傷を書き込まれるいじめの被害を防ぐのがね

らいとされています。今は、利用者の自己申告のみで年齢把握をしているだけで、ほとんど効果は

ない状態です。また最近では、子どものわいせつ画像（性的ディープフェイク）や闇バイトへの関与

など、青少年に対し、犯罪につながる深刻なリスクも指摘されています。 

海外ではすでに長時間利用に伴う依存や心身への悪影響などを防ぐために年齢によって一律に利

用を禁止する規制が拡がっていますが、日本の有識者会議では、使わせながら教育すべきだとの意

見もあり、一律の年齢制限は見送る案も示されており、今後の動向を注視しておかなければなりま

せん。 

 


